


























 2012 年 8 月 6 日、バラク・オバマ（Barack Obama）米国大統領は、「ジェイニー・
エンスミンガー法」（Janey Ensminger Act）と呼ばれる法案に署名した。この法律の正
式名称は、「キャンプ・レジューンに勤務した退役兵の栄誉を称え、退役兵及びその
家族を支援するための 2012 年法」（Honoring America’s Veterans and Caring for Camp 




 この法律が対象としているのは、1957 年 1 月から 1987 年 12 月にかけて、キャン
プ・レジューンに勤務・居住した退役兵及びその家族である4。このことが示唆してい
るように、同基地における汚染水問題には、30 年間という長期的な経緯がある。 






保健福祉省（Department of Health and Human Services）の外局である、有害物質及び








































米 50 州において、およそ 2万 5,000 か所にのぼる、汚染された土地資産を抱えており、
その浄化には、数十億ドルの費用と数十年の期間を必要とする、とされている12。政府
監査院（Government Accountability Office 以下、GAO）が、基地環境汚染浄化問題に
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出（1996 年 3 月）や、キャンプ桑江返還跡地における、鉛、六価クロム等特定有害物























































 連邦議会調査局（Congressional Research Service 以下、CRS）がまとめた報告書
『CERCLA 法の概要』によれば、汚染が発生している連邦政府機関の用地の多くは、
国防総省とエネルギー省が所管しているという23。法令により、基地汚染浄化事業の主
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境対処補償責任法（スーパー・ファンド法）」（Comprehensive Environmental Response, 
Compensation, and Liability Act 以下、CERCLA 法）である24。 
CERCLA 法は、有害物質や土壌汚染、地下水汚染などの発生をめぐる事業者の責任
や、汚染の度合いが深刻で、優先的に浄化を実施する必要性が認められる事業所の用







再授権法」（Superfund Amendments and Reauthorization Act of 1986 以下、SARA 法）
と呼んでおり26、連邦政府の浄化責任に関する根拠条項は、合衆国法典第 42 編第 9620
条で定められている27。SARA 法の制定によって、国防総省と陸海空 3 軍は、基地汚染
浄化事業について、連邦政府機関として、CERCLA 法の一般的な適用を受けることと
なった。 







そのほか、SARA 法には、国防総省と陸海空 3 軍による基地汚染浄化事業の全体的
な枠組みとして「国防環境修復計画」（Defense Environmental Restoration Program 以










害物質汚染による緊急事態への国家対応計画」（National Oil and Hazardous Substances 










「資源保護回復法」（Resource Conservation and Recovery Act 以下、RCRA 法）35や「安全飲
料水法」（Safe Drinking Water Act）36、「清浄大気法」（Clean Air Act）37、「1990 年基地閉鎖再
編法」（Defense Base Closure and Realignment Act of 1990 以下、BRAC 法）38などがある。
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見られる施設については、その一覧を NPL として作成した上で、1 年に 1 回以上の頻
度で改訂するよう求めている43。なお、NPL の作成に当たり、州は、対応優先度の高
い施設を指定することが認められているが、その指定回数は 1 回までとされている44。 
実態としては、民間施設の方が多いと見られるが、NPL には連邦政府機関の用地も
登録される。2013 年 5 月 22 日、GAO のディビッド・トリンブル（David Trimble）自
然資源環境部長が行った、連邦議会下院エネルギー及び商業委員会環境及び経済小委
員会での公聴会証言によれば、NPL に登録された連邦政府機関用地 156 か所のうち
129 か所（83％）は、国防総省・軍が所管している45。筆者が EPA のウエブサイトか









































る国防総省と陸海空 3 軍に委ねられる。 
これは、前記大統領命令第 12580 号により、CERCLA 法における、汚染浄化に係る
大統領権限が、軍の所管する用地については、国防長官に委任されていることによる53。
基地汚染浄化事業においては、当該基地・施設が NPL に登録されているか否かを問わ
ず、国防総省と陸海空 3 軍が、「主導機関」（Lead Agency）としての責任と権限を有
している点が重要である。 
 汚染浄化事業について、国防総省と陸海空 3 軍は、後者が担当・実施し、前者がそ
の内容を統括・監督する形で、それぞれの役割を果たしている。ここでは、国防総省
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同次官の権限は、施設及び環境問題担当国防副次官（Deputy Under Secretary of 
Defense for Installations and Environment）に対し、さらに委任される56。同副次官は、調
達問題等担当次官による指揮命令の下、DERP の実施に係る目標や手続等を策定し、









浄化事業を実施する主な機関には、陸軍工兵隊（Army Corps of Engineers）、海軍施設
工兵隊（Naval Facilities Engineering Command）、空軍土木工兵センター（Air Force 













海兵隊の基地汚染浄化事業では、海兵隊総司令官（Commandant of Marine Corps）が、



























３ その他の主要法令：RCRA法と BRAC法 
 
(1) 汚染浄化事業と RCRA 法との関係 
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については、RCRA 法制定後、1992 年に至るまで、EPA が、「是正」命令を発するこ
とはなかったという82。このような状況をふまえ、同年に、RCRA 法の改正法として制
定されたのが、「1992 年連邦政府機関［法令］遵守法」（Federal Facility Compliance 
Act of 1992）である83。 
この法律は、EPA に対し、RCRA 法による、政府機関（軍）への行政的・司法的な
執行権限を明確に与えている、とされており84、改正後の RCRA 法によれば、EPA は、
私人・事業者に対するのと同様、あらゆる政府機関について、是正を行うよう、強制













(2) 基地閉鎖・再編計画と BRAC 法 




法律の前提となる基地閉鎖・再編計画（Defense Base Closure and Realignment 以下、
BRAC）の実施経緯と、同法における、閉鎖・再編対象の選定手続について述べ、基




BRAC を開始した。ここでは、2012 年 3 月 8 日、連邦議会下院軍事委員会即応力小委
員会に提出された、施設及び環境問題担当国防副次官であるドロシー・ロビン
（Dorothy Robyn）の書面証言から、BRAC の実施経緯を紹介する。 
BRAC は、1988 年以降、都合 5 回（1988 年・91 年・93 年・95 年・2005 年）にわた
って実施され、総計 200 件に達する、基地・施設の大規模な（原文は「Major」）閉鎖
又は再編を行った（内訳は、閉鎖が 121 件、再編が 79 件）。より小規模な（原文は
「Minor」）閉鎖又は再編措置は、総計 1,000 件にものぼっている88。 





765 件に達しており、総計（1,000 件）の過半を占めている点が特徴的である90。 
一方、この間の閉鎖・再編計画により、国防総省所管の予算に及ぼした節約効果は、
累計 120 億ドルとなっている91。この節約分は、基地運用支援経費や人件費などへの拠
出に反映されており、その額は、アパッチ攻撃型ヘリ 300 機分、もしくは F/A-18E/F





章で後述するが、ロビン国防副次官が、2010 年 3 月 17 日、連邦議会下院歳出委員会軍
事建設、退役軍人問題及び関連機関小委員会に提出した書面証言によれば、この時点
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かつ適当な水準、要件、基準又は制限」（原文は「legally applicable or relevant and 










































(1-d) 国防総省・軍と EPA による「機関間協定」（IAG）の締結 
基地汚染浄化手続において、重視されている論点のひとつは、実施に係る、国防総
省・軍と EPA の合意の取り決めである。CERCLA 法によれば、国防総省・軍と EPA
は、汚染浄化の実施について協議し、事業を管理するため、「復旧措置調査」と「復
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問題担当海軍次官補（Assistant Secretary of the Navy, Installations and Environment）であ
る126。 
なお、海兵隊命令によれば、IAG 締結前の段階で、すでに交渉・締結されている協
定があり、これを「連邦施設［の浄化に関する］協定」（Federal Facilities Agreement 
以下、FFA）と呼ぶ。前記海軍作戦部長指令にも同様の規定があるが、海兵隊命令に






















について、2010 年にまとめた報告書は、実際には IAG が結ばれていないケースや、汚
染浄化をめぐる EPA と国防総省・軍との認識の齟齬によって、浄化事業に遅れが生じ
ていることなどを指摘している132。 





























































































この段階を示す具体例として、土壌ガス吸引システム（Soil Vapor Extraction System）
が設置され、設計どおりに運用されていることなどを挙げている141。 















































































































































































































































































出典）以下の資料を参考に、筆者が作成。See Department of the Navy, Headquarters, United States Marine 
Corps, Marine Corps Order P5090.2A (MCO P5090.2A), Environmental Compliance and Protection Manual, 10-43, 
fig.10-1 (Jan.22, 2008). 
 28 / 69 
 
図 CERCLA 法と「緊急対応計画」に基づく基地汚染浄化事業の流れ 
 
 
 基地・施設における汚染の発見  
▼ 
 予備的審査（Preliminary Assessment）  
▼ 
 立入り調査（Site Inspection）  
▼ 
NPL サイトに登録されない場合 
                       ⇘ 
除去措置（Removal Action）へ 
NPL サイトに登録される場合   
        ⇘ 
 復旧措置調査（Remedial Investigation）  
 復旧可能性調査（Feasibility Study）  
▼ 
 復旧方法の選択（Selection of Remedy）  
 決定書（Record of Decision）の作成  
▼ 
 復旧計画に対する公聴手続の実施   
 
 機関間協定（Interagency Agreement）の締結  
▼ 
 復旧［計画の］設計（Remedial Design）  
▼ 
 復旧活動（Remedial Action）の実施  
▼ 
 復旧措置の維持運用（Operations and Maintenance）  
▼ 
 長期的な監視活動（Long Term Monitoring）  
▼ 
 用地閉鎖（Site Closeout）  
 
 
出典）以下の資料を参考に、筆者が作成。See Department of the Navy, Headquarters, United States Marine 
Corps, Marine Corps Order P5090.2A (MCO P5090.2A), Environmental Compliance and Protection Manual, 
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Corps, Marine Corps Order P5090.2A (MCO P5090.2A), Environmental Compliance and Protection Manual, 10-43, 

























































Environmental Restoration Program 以下、DERP）と呼ばれる事業計画によって管理さ




空 3 軍などに宛てられた書簡、陸海空 3 軍による規則・ガイダンスなどがある。DERP
の個別的な事業計画の詳細については、このうち、「DERP 管理ガイダンス」
（Management Guidance for the Defense Environmental Restoration Program）と題する、環
境問題等担当国防副次官の書簡によって定められている179。 
 DERP が定める事業計画には、「施設修復計画」（Installation Restoration Program 
以下、 IRP）、「弾薬処理計画」（Military Munitions Response Program 以下、
MMRP）、「建築物破壊及び残骸除去計画」（Building Demolition/Debris Removal 以
下、BD/DR）の 3 つがある180。これらの事業計画は、全て、現在も運用されている基
地・施設のほか、BRAC が対象としている基地・施設と、以前、国防総省と軍が管轄
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しくはその廃棄物で、その排出が、SARA 法の発効時点である、1986 年 10 月 17 日以
前に発生したものを主な対象としている184。従って、この日付以降に排出された汚染
物質等は、原則的には対象とされない。 
IRP については、このほか、2001 年 8 月に行われた「DERP 管理ガイダンス」の改
正により、2000 年 9 月 30 日以前から基地・施設に残留している不発弾や、弾薬使用に
伴う化学性残留物などが事業対象に加えられている185。なお、この場合の「基地・施
設」には、現在も運用されている訓練場や FUDS は含まれない186。 
MMRP は、2001 年から運用されている事業計画であり187、DERP が事業対象とする
施設に残留している、不発弾や化学性残留物などの除去を目的とする。現在も運用中
の訓練場や FUDS を除く施設では、2002 年 9 月 30 日以前から、FUDS では、1986 年
10 月 17 日以前から残留している、不発弾や化学性残留物などが事業対象とされる188。
BD/DR は、基地の運用にとって危険と見なされる、建造物や構造物の破壊・除去を目
的とする計画であり、1986 年 10 月 17 日以降、使用されていない建造物や構造物が事
業対象とされる189。 
これら事業計画の実施経費は、国防総省が所管する 2 つの予算費目から拠出される。
陸海空 3 軍各省が所管する「各省環境修復会計」（Component Environmental 
Restoration (ER) Account 以下、ER）と BRAC 計画の実施経費である。ER は、現在運






2008 年 9 月 18 日、施設及び環境問題担当国防副次官であるウエイン・アーニー
（Wayne Arny）が、連邦議会上院環境及び公共事業委員会の公聴会に提出した書面証
言によれば、DERP が始まった 1986 年以降、2008 年までに、国防総省は、DERP の実
施経費として 280 億ドルを拠出し、現在運用している施設（Facility）1,600 か所以上、
BRAC の対象施設 200 か所、FUDS に含まれる用地（Site）9,900 か所、個々の用地レベ
ルでは、総計 31,000 か所以上で浄化事業を行っている。この結果、2007 会計年度末時
点で、用地の 21,600 か所以上（用地数の全体比では 69％）は、浄化が完了した191。な
お、浄化事業が実施された用地の総計は 31,487 か所であるが、このうち 8,736 か所は、
NPL に登録された用地である192。 
 このほか、施設及び環境問題担当国防副次官代理であるジョン・コンガー（John 









表 1 国防環境修復計画（DERP）の進捗実績と進捗予定 
 2012 年度末の進捗実績 2018 年度末の進捗予定 2021 年度末の進捗予定 
陸軍 88％ 97％ 98％ 
海軍 72％ 89％ 95％ 
空軍 68％ 89％ 94％ 
国防兵站庁（DLA） 88％ 91％ 91％ 
施設跡地（FUDS） 75％ 90％ 94％ 
全体の進捗度 77％ 92％ 96％ 
出典）以下の資料に依拠して、筆者が作成。Statement of Mr. John Conger, Acting Deputy Undersecretary of Defense 
(Installations and Environment), Before the Senate Appropriations Subcommittee on Military Construction, Veteran Affairs, and 







 この公聴会提出資料によれば、国防総省は、2012 会計年度だけで、900 か所の用地
について汚染浄化事業を完了したという。また、復旧措置が行われている用地は、全
体で 38,000 か所以上にのぼるが、そのうち 29,000 か所以上は、活動後の状況監視（モ
ニター）もしくは、事業完了状態に達したとされている193。一覧表から分かるとおり、




















表 1 国防環境修復計画（DERP）の進捗実績と進捗予定 
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表 2 国防環境修復計画（DERP）関連予算の計上状況 
 2012 会計年度 2013 会計年度 2014 会計年度 
環境修復会計（ER）総額 1,521.1 1,424.5 1,302.9 
陸軍省分 346.1 335.9 298.9 
海軍省分 308.0 310.6 316.1 
空軍省分 525,4 529.3 439.8 
基地跡地（FUDS）分 328.3 237.5 237.4 
国防総省分（その他） 13.3 11.2 10.7 
BRAC 関連経費総額 509.5 393.0 379.3 
陸軍分  178.4 133.2 129.8 
海軍分 215.0 142.7 130.1 
空軍分 116.1 117.1 119.4 
国防総省分（その他） 0.0 0.0 0.0 
出典）以下の資料に依拠して、筆者が作成。Office of the Undersecretary of Defense(Comptroller)/Chief Financial Officer, 
Operation and Maintenance Overview, Fiscal Year 2014 Budget Estimates (Apr. 2013) at 161-169, available at 
http://comptroller.defense.gov/defbudget/fy2014/fy2014_OM_Overview.pdf. 
注）数値の単位は 100 万ドル。2012 会計年度は確定予算で、2013 会計年度と 2014 会計年度は見積もりである。海軍所






境修復会計」と、BRAC 計画の関連予算を合わせると、2012 会計年度でおよそ 20 億
3,000 万ドル、2013 会計年度は 18 億 1,750 万ドル、最新となる 2014 会計年度でも、16
億 8,000 万ドルという巨額の経費が計上されている。なお、予算説明書によれば、国
防総省が所管する、各年度環境活動関連予算の総額は、41 億 1,800 万ドル（2012 会計
年度）、39 億 7,500 万ドル（2013 会計年度）、38 億 2,600 万ドル（2014 会計年度）で
ある194。このうち、上記 DERP 実施経費の比率は、それぞれ 49.3％（2012 年）、

































り、1990 年 2 月、NPL へ登録されるに至った。同年 10 月には、海兵隊並びに海軍省
が、カリフォルニア州を管轄する EPA 第 9 地区及び、同州の保健サービス局
（Department of Health Service）、カリフォルニア地区水質管理委員会（California 








用地（サイト 2, 16, 17, 18, 24）について、事業進捗の度合いが評価されている。
ここでは、個別用地に関する詳述は避け、評価報告の記述に沿って、事業の概況のみ
を記すこととする。 
 NPL 登録を受けて、エル・トロ基地では、CERCLA 法に基づく汚染浄化手続（Ⅱ章
第 1 節を参照）が適用され、DERP を構成する前記「施設修復計画」（IRP）として実
施された202。評価報告が取り上げている用地 5 か所のうち、サイト 2 とサイト 17 を例
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ここでは、個別用地に関する詳述は避け、評価報告の記述に沿って、事業の概況のみ
を記すこととする。 
 NPL 登録を受けて、エル・トロ基地では、CERCLA 法に基づく汚染浄化手続（Ⅱ章
第 1 節を参照）が適用され、DERP を構成する前記「施設修復計画」（IRP）として実
施された202。評価報告が取り上げている用地 5 か所のうち、サイト 2 とサイト 17 を例
に取ると、いずれも、「復旧措置調査」（Remedial Investigation）の第 1 段階は、NPL
 
 
登録後 3 年が経過した、1993 年に終了している。その後、第 2 段階が 1996 年に終了、
翌 1997 年には、いずれの用地でも「復旧可能性調査」（Feasibility Study）が終了した。
これらの予備的措置を受けて、2000 年には、海軍と EPA や地元の環境当局が、浄化方
法などを選択した「決定記録」（Record of Decision）に合意、署名している。これら
の手続が行われた後、実際の「復旧活動」（Remedial Action）に着手したのは、サイ
ト 2 が 2005 年、サイト 17 が 2007 年である。予備的措置の終了から、ほぼ 10 年が経
過していた203。 
いずれの用地とも、「復旧活動」が終了した旨の報告（Remedial Action Completion 






































か、放射性物質も含まれていたとされる。同基地は BRAC の対象となり、2001 年に閉
鎖された209。 
 マクレラン基地でも、有害物質による地下水汚染が問題となった。汚染が発見され
たのは 1979 年である。1987 年 7 月、同基地は NPL に登録され、1989 年には、空軍と
EPA、カリフォルニア州保健サービス局の間で、前記「機関間協定」（IAG）が結ば
れた。汚染浄化事業の対象用地として確認されたのは 319 か所であるが、その後、事
業実施が不要と判断された用地など 17 か所が削られ、2009 年時点では 302 か所となっ










汲み上げ・処理設備は、今後 50 年間にわたって運用される必要があるという213。 
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適用された（「早期移転」については、Ⅳ章第 1 節で後述）216。 
 「C-6」における汚染浄化事業は、EPA による監督と、空軍による経費提供を受けな








































(1) IAG の未締結と EPA による執行権の限界 










 汚染浄化事業手続について紹介したⅡ章第 1 節でも触れたが、IAG は、EPA が軍の
汚染浄化事業を監督するための、いわば「有用なツール」と考えられるが、『2010 年
スーパー・ファンド』に掲載された表 1（Table 1）によれば、かねて、IAG 締結に至
っていない基地・施設として、11 か所が確認されていた223。このうち、4 か所につい
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Executive」の法理（Ⅱ章第 2 節を参照）が影響しているとされる231。 









(2) EPA と国防総省・軍の紛争事例 
次に、IAG の未締結という問題を背景として、汚染浄化事業をめぐり、EPA や州と
国防総省・軍の間で、紛争に発展した事例を紹介する。取り上げるのは、フォート・







 フォート・ミード陸軍基地（Fort George G. Meade）は、メリーランド州に所在する
施設である。PCB や重金属、使用済燃料、廃油などによる汚染が問題化し、1998 年 7
月、NPL に登録された233。 






EPA が、「必要な対処行為」を求めることができる旨定めた、前記 RCRA 法の条項








2008 年 12 月、司法省は、スティーヴン・ブラッドブリー（Steven G. Bradbury）司法
長官首席副補佐官（Principal Deputy Assistant Attorney General）名で、ダニエル・デル













EPA に対し公式に通知し、翌 2009 年 6 月には IAG が締結された240。この間、地元の
メリーランド州が、陸軍に対し、基地汚染の十分な調査及び復旧措置の実施と、2007
年に発出された EPA の命令執行を求めて、訴訟を起こすという動きもあったが（2008







 ティンダル空軍基地（Tyndall Air Force Base）は、フロリダ州に所在する施設である。
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やはり、EPA が 1997 年 7 月に是正命令を発したマクガイヤー空軍基地（McGuire Air 
Force Base）では、2009 年 10 月に IAG が結ばれている247。フォート・ミード陸軍基地
でも、同じような時期に紛争解決に至った点を想起すれば、ティンダル空軍基地の
「確信犯的な抵抗」は、異例の事態であったとも見られる。 
 2013 年 1 月、EPA は、ティンダル空軍基地をめぐる諸問題について、デイビッド・





結交渉は取りやめた、と述べている248。その後、同年 9 月になって、EPA は、ニュー




























連邦第 9 巡回区控訴裁判所（Court of Appeals for the Ninth Circuit）が下した判決251など
から、RCRA 法と CERCLA 法の適用関係に絞って紹介する。 
マクレラン空軍基地の汚染浄化は、国防総省と軍による、当該事業の成功例として
喧伝されたが、周辺住民の中には、空軍の事業手法を問題視する声もあったと見られ
る。1986 年 4 月、周辺住民で組織する環境関連団体「マクレラン空軍基地における汚
染湧出と生態系への影響監視」（McClellan Ecological Seepage Situation 以下、MESS）
は、空軍は、基地における有害廃棄物の取扱い・貯蔵・廃棄について、RCRA 法など
の規定に違反したと主張し、国防総省を相手どって、カリフォルニア州東部地区連邦
地方裁判所（District Court for the Eastern District of California）に提訴した252。 
原告である MESS は、空軍の廃棄物管理・施設運用について、連邦地方裁判所によ
る「宣言判決」（Declaratory Relief）253及び差止め命令（Injunctive Relief）254を求めたほ
か、被告に民事制裁金（Civil Penalties）を課すよう主張した255。1991 年 4 月、連邦地
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 次に、マクレラン空軍基地訴訟以降、やはり、CERCLA 法第 113 条(h)の適用が問題
となった、基地汚染浄化事業をめぐる判例として、カンサス州サリナ市（City of Salina）
による「市民訴訟」を取り上げる263。ここでは、紛争の経緯を概観し、裁判上の争点














復旧措置に係る、裁判所の実施命令を求め265、被告側は、CERCLA 法第 113 条(h)の適
用により、原告側主張には、連邦裁判所の裁判管轄権が及ばない、と主張した266。 
 本事案を審理していた、カンサス州連邦地方裁判所（District Court for the District of 
Kansas）は、2011 年 3 月 25 日、判決を下した。この判決でも、マクレラン基地訴訟上
告審判決に依拠した判断が示されている。連邦地方裁判所は、マクレラン基地判決の
ほか、いくつかの判例を引用した上で、原告側主張は、「現に進行中の汚染浄化活動」
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と「修復諮問委員会」（Restoration Advisory Board 以下、RAB）がある。ここでは、



























と見られるが、EPA によれば、コロラド州のローリー空軍基地（Lowry Air Force Base）
は、跡地利用が成功した事例のひとつとされている。ここでは、同基地を例として、
跡地再利用と「土地再開発協議体」の関係を紹介する279。 
ローリー空軍基地は、1991 年に BRAC のリストに登録されたが、基地を抱えるデン
バー（Denver）市とアウロラ（Aurora）市は、その直後、跡地再開発のための地域協
議体として、「ローリー経済復興プロジェクト」（Lowry Economic Recovery Project）








たのは 2009 年で、4,500 戸の住宅が建設された。「再開発協議体」の積算によれば、







これを「国防総省と州の合意取り決め」（Department of Defense and State Memorandum 
of Agreement 以下、DSMOA）と呼ぶ。DSMOA の法的根拠は、DERP について定めた、
1986 年の前記「スーパー・ファンド法修正・再授権法」（SARA 法）にあり282、細かい
内容については、国防総省の内規などで規定されている。 
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 DSMOA については、前記国防総省指令第 4715.07 号「国防環境修復計画（DERP）」
が、協定の締結に係る、国防総省や軍の担当・権限を定めている。国防総省内で、事
業プログラムとしての DSMOA に関して、全般的な監督を行うのは、施設及び環境問
題担当国防副次官であるが287、実質的な事業実施権限は、陸軍長官（Secretary of the 
Army）にある。同指令において、陸軍長官は、「DSMOA を主導する主体として活動
する」（原文は「act as lead agent」）と規定されており、州との協定締結交渉を担当す
る288。施設及び環境問題担当国防副次官は、陸軍長官の当該業務を監督し、DSMOA
の最終的な署名を行う289。 
 前記 2010 会計年度国防総省報告（刊行は 2011 年 7 月）によれば、事業プログラム
が開始された 1986 年以降、国防総省は、48 の州と DSMOA を結んでいる。この時点
で、4 つの自治領とコロンビア特別行政区を合わせると、DSMOA の締結例は 53 にの
ぼっており、未締結地域は、アーカンサス州、ノース・ダコタ州、ヴァージン・アイ
ランド（準州）を残すのみとなっている290。DSMOA に基づき、各州・準州に対して
行われている財政支援の総額は、2010 会計年度の場合、およそ 2,700 万ドルである291。 
 
(3) BRAC 法における余剰資産の処分・移転手続 
BRAC の概要について、CRS が 2013 年にまとめた報告『BRAC：軍事資産の移転及
び処分』によれば、国防総省を含む連邦政府機関の不要資産の処分について定めた法
令としては、共通役務庁（General Services Administration）の権限を定めた「1949 年連



































（Economic Development Conveyance）と呼ばれている301。 
このほか、BRAC 関係用地の処分・移転に適用される、国防総省と陸海空 3 軍の権
限については、前記「1949 年連邦資産及び行政サービス法」や BRAC 規則が細かに規
定しているが、一例としては、地方自治体に対する、公益目的での割引もしくは無償
での譲渡（Public Benefit Transfer）302、競売もしくは、協議売却による提供(Public 


































（Economic Development Conveyance）と呼ばれている301。 
このほか、BRAC 関係用地の処分・移転に適用される、国防総省と陸海空 3 軍の権
限については、前記「1949 年連邦資産及び行政サービス法」や BRAC 規則が細かに規
定しているが、一例としては、地方自治体に対する、公益目的での割引もしくは無償
での譲渡（Public Benefit Transfer）302、競売もしくは、協議売却による提供(Public 


































と呼ばれており、1996 年の CERCLA 法改正によって、導入された枠組みである309。こ
の改正法は、EPA 長官と州知事が、当該汚染用地の移転について、CERCLA 法が規定
する本来的な要件（事前の浄化完了）の適用を猶予することができる旨定めている。
















てきた、とされている313。GAO が 2007 年 1 月にまとめた報告書『軍事基地閉鎖』に
よれば、「早期移転」が選択され、その手続が完了したケースは、2001 年 9 月末時点
では 12 施設、用地面積にして総計 8,200 エーカー分であったが、2006 年 7 月時点では、
23 施設、総計 23,700 エーカーにまで拡大しており314、それら 23 施設には、テネシー
州のメンフィス海軍航空基地（Naval Air Station, Memphis）や、カリフォルニア州のフ



































てきた、とされている313。GAO が 2007 年 1 月にまとめた報告書『軍事基地閉鎖』に
よれば、「早期移転」が選択され、その手続が完了したケースは、2001 年 9 月末時点
では 12 施設、用地面積にして総計 8,200 エーカー分であったが、2006 年 7 月時点では、
23 施設、総計 23,700 エーカーにまで拡大しており314、それら 23 施設には、テネシー
州のメンフィス海軍航空基地（Naval Air Station, Memphis）や、カリフォルニア州のフ





































Committee 以下、TRC）を設置すべきこと、②TRC の代わりとして RAB の設置を承
認できること、③RAB の設置、性格、構成などを定めた連邦規則を制定すべきことを
規定している319。 
TRC と RAB の関係については不明な点が多いが、「RAB 規則ハンドブック」によ
れば、TRC と RAB は、同じ法的目的を達し得る機関であるが、RAB が「より望まし
いフォーラム」とされている320。連邦規則の規定によると、RAB 設置について地域コ











































(2) RAB の活動経費と予算 
 前記国防総省広報資料「修復諮問委員会」によれば、1998 会計年度時点の情報であ
るが、国防総省は、RAB の活動管理経費として、およそ 460 万ドルを計上している。
前年（1997 会計年度）の予算額は 490 万ドルであり、この時点で予算が減少した背景
としては、各基地・施設において汚染浄化事業が進展したことで、RAB の開催頻度、
ひいては活動自体も全体的に低下した可能性が指摘されている338。なお、前記アーニ
ー国防副次官の議会公聴会書面証言によれば、これからほぼ 10 年が経過した 2007 会
計年度に、国防総省が RAB 関連経費として拠出した予算額は 250 万ドルである339。 
RAB は、DERP と同様、現に運用されている基地・施設と、BRAC の対象基地・施
設、国防総省・軍の管轄から離れた施設の跡地いずれについても設置できる。活動管
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総額で 10 万ドル以下、年間契約額については、2 万 5,000 ドル、又は、当該基地・施
設の汚染浄化事業で予定される総経費の 1％を比べて、少ない額とされている344。ち
なみに、1998 会計年度を例にとると、カリフォルニア州のアラメダ海軍航空基地
（Alameda Naval Air Station）など、5 つの基地・施設が、TAPP の適用を受けており、
年間契約額は 10 万 9,000 ドルとなっている345。 
 





















































 バドガー陸軍弾薬庫（Badger Army Ammunition Plant）は、ウイスコンシン州に所在
する施設である。同施設については、環境汚染を問題視する市民団体「バドガー周辺
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この年 5 月に RAB へ提出した、周辺住民の意識に関する委託調査の結果についても言
及している。それによれば、住民の 50％が RAB の存在を知らず、自分たちの利益が
［現状の RAB には］反映されていないと感じている、とのことであった357。 
 これに対し、CSWAB は、連邦規則で定められている、前記「RAB Rule」には、陸
軍がいう組織改編について、根拠となる条項が何ら存在せず、［このように、軍の恣
意的な判断でメンバーを入れ替えることは］他の RAB にとっても否定的な前例になる
との理由から、同年 8 月、ローラ・オラー（Laura Olah）代表名で、地元選出の連邦議
会議員 2 名に書簡を送り、国防総省による「RAB Rule」の遵守状況を調査するよう、
GAO に対し求めてほしい、との要望を伝えた358。CSWAB の要望が、陸軍の改編提案
に対する、けん制を狙ったものであったことは言うまでもない。 
 陸軍の提案については、その後、EPA からも懸念が示される。2012 年 9 月、ウイス
コンシン州を管轄する EPA 第 5 地区は、マーガレット・ゲレロ（Margaret M. Guerriero）
土地及び化学物質部長名で、陸軍環境コマンド（Army Environmental Command）359汚染
浄化及び弾薬処理部のジェームス・ダニエル（James D. Daniel）部長宛て、書簡を送付








 バドガー弾薬庫は、軍が RAB の構成を恣意的に変えようとしている、との批判を浴
びた事例であるが、ケリー空軍基地のケースでは、住民の意図とは必ずしも適合しな
い形で、軍が RAB を解散したことが問題となった。 
 ケリー空軍基地（Kelly Air Force Base）は、テキサス州に所在する施設である。2001










 同基地でも RAB が設置され、20 年間にわたって、軍の汚染浄化事業を監視してき
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摘がある。前記 GAO 報告『2009 年スーパー・ファンド』によれば、この時点で確認
されている、国防総省所管の汚染施設は、985 か所（単位はサイト）であるが、その






































摘がある。前記 GAO 報告『2009 年スーパー・ファンド』によれば、この時点で確認
されている、国防総省所管の汚染施設は、985 か所（単位はサイト）であるが、その




















『2009 年スーパー・ファンド』は、特に、州が NPL 登録を望まない事情について、
実例を交えつつ紹介している。EPA は、慣行上、州の同意が得られなければ、当該施













2013 年 4 月 10 日、オバマ大統領は、2014 会計年度の予算教書を議会に提出した。






に対し、2015 年において、新たな BRAC ラウンドの実施経費を要求する方針が盛り込
まれていた375。 





同年 5 月 15 日、連邦議会上院歳出委員会軍事建設、退役軍人問題及び関連機関小委
員会における証言で、施設、エネルギー及び環境問題担当陸軍次官補（Assistant 
Secretary of the Army（Installations, Energy, and Environment））であるキャサリーン・ハ
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